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はじめに 
１． 検討経緯 
 現斎場は平成５年の建替供用から 29 年を経て現在に至っており、施設・火葬炉ともに老朽

化等が進行している状況を踏まえ、施設管理基本計画において斎場整備の方向性について検
討を行ってきました。 

 上記検討の結果、今後増加が見込まれる火葬需要への対応や火葬炉設備における環境面への
配慮、災害時の運用など、必要な機能と規模を備えた新たな斎場として建替整備を行うこと
となりました。 

２． 計画の位置づけ 
 斎場建替計画（本計画）は、上記基本計画等で示された方針に基づき、必要機能や規模、施
設計画、事業手法などの具体的な内容を検討し、次のステップとしての事業着手、設計、建
設工事に向けた施設整備の基本的な要件を示すものです。 

３． 上位計画・関係法令 
 四條畷市総合計画など関係市（構成４市）の上位関連計画との整合を図るとともに、主な関

係法令として「墓地、埋葬等に関する法律」や「都市計画法」、その他大阪府及び四條畷市等
の関連条例及び基準に沿って計画を推進します。 

第１章 前提条件の整理 
１． 飯盛斎場の施設概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２． 現状の課題 
 施設の老朽化（外部・内部の劣化）や狭あい化（火葬炉

数や告別室・収骨室等の不足）、火葬炉設備の老朽化（耐
用年数の超過・環境性能の陳腐化）、災害時対応への懸念
（地震対策やライフライン途絶時の対応不足）、利便性に
おける課題（プライバシーやバリアフリー対応の不足、
作業環境の悪化）など様々な課題を抱えています。 

３． 火葬利用の実績 
 火葬件数の増加に伴い火葬炉の稼働率も年々増加し、令

和 3 年度には 6,283 件となっています。また、火葬炉１基あたりの火葬件数は 1.51 件/日と
府内平均値の約２倍の稼働率となっており、設備に大きな負担をかけながら運転を続けてい
ます。 

 関係市外の火葬受入件数が約３割と府内でも高い割合となっていますが、令和４年度の奈良
市新斎場の供用開始等を受けて、関係市外からの受入件数は減少し、関係市からの受入件数
は増加しています。 

第２章 建替方針の検討 
１． 施設整備の基本方針 
 ５つの基本方針【右図】に沿

って、施設整備を進めていき
ます。 

２． 施設整備の方向性 
 現斎場を運用しながら同敷

地内での建替（ローリング）
を前提とするため、効率的か
つ安全な建替計画を検討し
ます。 

第３章 火葬炉設備の検討 
１． 火葬炉数の算定 
 基本的な考え方として、今後想定される関係市の死亡者数に対応した火葬炉数と

し、今後減少する市外利用については十分な受入れが可能な閑散時での運用を基
本とします。 

 必要となる火葬炉数算定の手順【右図・下表】に沿って火葬炉数の算定を行った結
果、火葬件数が最も増加する 2025～2035 年の最大需要を踏まえ、新斎場は火葬炉
11 基を設置することとします。 

 なお、死亡者数のピークは新斎場の供用開始予定に近い 2030 年～2035 年であり、
その後減少が想定されることから、予備炉は設置しない方針とします。 

２． 火葬炉設備の検討 
 火葬炉設備は、安定した燃焼状態を保持しつつ完全燃焼

できる能力を有するとともに、耐久性や排ガス処理対策
にも十分配慮したものとします。主な火葬炉設備の構成
は【右表】のとおりです。 

 炉体の形式については、近年の火葬場施設で多く用いら
れている台車式の火葬炉とします。また、火葬炉の大き
さは火葬対象の重量にもよりますが、他の斎場でも広く
普及し環境面やコスト的にも優位な普通炉の採用を基本
とします。その他、火葬時間や冷却時間などについても、
【右表】に示す内容で検討を進めます。 

３． 環境保全目標値の検討 
 法令等に基づく大阪府の条例・基準等に加え、「火葬炉設

備の建設・維持管理マニュアル(日本環境斎苑協会)」も参
考に、周辺環境の安全性を重視したダイオキシン類濃度
や排出ガス濃度の目標値を設定します【右表】。 

 悪臭についても、大阪府の「特定悪臭物質の濃度による規
制区域」に定める基準と上記マニュアルにおける数値も
踏まえ、該当する規制箇所に応じて特定悪臭物質（対象 22
物質）に対する適切な環境保全目標値を設定します。 

 その他、騒音・振動に関する基準についても、騒音規制法および振動規制法に基づき、大阪府で定める規制基準（大阪府生活環境の保全等に関
する条例）を遵守した施設整備とします。 

所在地 大阪府四條畷市大字下田原 
2457 番地 

敷地面積 25,705.36 ㎡㎡ 
地域地区 
など 

市街化調整区域 
都市計画施設（火葬場） 
建蔽率 60％・容積率 200％ 

施設規模 建築面積 2,528.63 ㎡ 
延床面積 2,566.71 ㎡ 

主な構成 火葬炉数：標準炉 10 基・ 
補助炉１基・予備２基 

告別室３室・収骨室２室 
待合ホール及び待合室２室 

建物構造 鉄筋コンクリート造・一部鉄骨造、
新耐震基準 

供用開始 平成５年 12 月（築 29 年） 
業務時間 ９時～17 時 30 分 

（休業日：1 月 1 日） 
業務内容 火葬業務、施設使用許可等業務、 

維持管理業務、運営業務、警備業務 
など 

 

炉室内の様子（竣工当時の設計仕様の
ため作業環境があまりよくない）

故人との別れの場所にふさわしい施設

飯盛霊園の豊かな自然と調和した施設

地球環境に配慮した施設

安全で誰もが安心して利用できる施設

将来対応に優れた施設

 高台の眺望を活かし、四季折々の自然を取り入れる
 立地環境に見合った、斎場建物としての魅力あるデザイン

 高度な環境基準による周辺環境への配慮
 公共施設としての省エネルギーの積極的な推進

 耐震性能や災害時の機能発揮など安全な施設づくり
 ユニバーサルデザインや衛生面への細かな配慮

 長期的な利用を見据えた効率的な施設づくり
 保守管理のしやすさ、将来的な修繕・更新にも対応

 最後の別れと旅立ちの場としてふさわしい空間のしつらえ
 将来の火葬需要や様々なニーズに対応できる施設施

設
整
備
の
基
本
方
針

■火葬炉数の算定指標 
年間火葬件数 
（抜粋） 

5,680件（2025 年） 
5,809件（2030 年：ピーク） 
5,650件（2035 年） 

年間稼働日数 364日（休業日 1 月 1 日を除く） 
火葬集中件数 1.35（平成 29 年度～令和 3 年度の５年間におけ

る関係市の死亡者数より設定） 
1 基あたりの 
最大火葬数 

2.0 件/基・日（マニュアル＊における中間値、
炉メーカーも推奨） 

＊火葬炉設備の建設・維持管理マニュアル(日本環境斎苑協会) 

１基１日あたりの最大火葬数

(年間火葬件数)÷(年間稼働日数)×(火葬集中件数)

火葬炉数の算定手順
① 2015年～2070年の関係市における人口の推計

② 2015年～2070年の関係市における死亡者数の推計

③ 火葬炉数の算定

理論的
必要炉数 ＝

■火葬炉設備の主な構成 
火葬炉 主燃焼室、再燃焼室より構成 
前室 主燃焼室の前面に設置 
排ガス冷却装置 再燃焼炉からの排ガスを急速冷却 
集じん装置 バグフィルター装置等を設置 
触媒装置 ダイオキシン類を分解除去 
排風機 インバータ風量制御 
排気筒 耐震、耐食、耐熱、騒音防止型 
空気送風機 燃焼に必要な空気を供給 
動力制御盤 コントロール盤・稼動状況の確認 

 

■炉体形式・大きさ・性能等 
炉体形式 台車型 
火葬炉/棺の
大きさ等 

普通炉タイプ 
奥行 2,100・幅 600・
高さ 550 ㎜ 

火葬時間 着火～消火まで 
通常 60 分 

冷却時間 15 分程度 
運転回数 ２体／基・日 
燃料 灯油（現斎場と同） 

＊現時点の案であり今後の検討による 

将来必要となる火葬炉数の算定結果

区分 火葬件数 火葬集中係数 1.35
期間合計 年平均 算定結果 必要火葬炉数

2025年 (2025～2030) 28,398 5,680 10.53 11 
2030年 (2030～2035) 29,045 5,809 10.77 11 
2035年 (2035～2040) 28,250 5,650 10.48 11 
2040年 (2040～2045) 25,748 5,150 9.55 10 
2045年 (2045～2050) 24,637 4,927 9.14 10 
2050年 (2050～2055) 22,059 4,412 8.18 9 
2055年 (2055～2060) 23,122 4,624 8.58 9 
2060年 (2060～2065) 22,172 4,434 8.22 9 
2065年 (2065～2070) 18,470 3,694 6.85 7 

項目 指針の目標値 A・B・C・D市斎場 E市斎場 本斎場の目標値
ダイオキシン類 1.0ng-TEQ/㎥以下 1.0ng-TEQ/㎥以下 0.1ng-TEQ/㎥以下 0.1ng-TEQ/㎥以下

項目 マニュアル目標値 A市斎場 B市斎場 C市斎場 D市斎場 本斎場の目標値
ばいじん 0.03 g/N㎥以下 0.03 g/N㎥以下 0.01 g/N㎥以下 0.01 g/N㎥以下 0.01 g/N㎥以下 0.01 g/N㎥以下
硫黄酸化物 30 ppm以下 30 ppm以下 30 ppm以下 30 ppm以下 30 ppm以下 30 ppm以下
窒素酸化物 250 ppm以下 300 ppm※以下 250 ppm以下 250 ppm以下 250 ppm以下 250 ppm以下
塩化水素 50 ppm以下 50 ppm以下 50 ppm以下 50 ppm以下 50 ppm以下 50 ppm以下
一酸化炭素 30 ppm以下 規定なし 30 ppm以下 30 ppm以下 30 ppm以下 30 ppm以下

ダイオキシン類濃度の目標値

排出ガス濃度の目標値

配置図

平面図



▌飯盛霊園組合斎場建替計画 令和５年（2023年）３月 概要版 
 

 概要版 2 

第４章 施設計画の検討 
１． 施設構成の検討 
 新斎場は、火葬部門、管理部門、待合部門の 3 部門と付帯施設に

より構成する方針で施設計画を行います。 
２． 動線計画・火葬スケジュールの検討 
 火葬・管理・待合の各部門における動線については、遺体や遺族・

会葬者、葬祭業者がそれぞれスムーズに移動できるとともに、他の
遺族・会葬者同士の動線が交錯しないようプライバシーに配慮し
た計画とします。 

 その上で、設定した火葬炉数（11 基・１基１日あたり２回転）に
基づき、告別・収骨室（２炉１室）を前提とした場合の無理のない
火葬利用スケジュールを【右表】の条件をもとに設定します。 

３． 必要諸室・規模の検討 
 必要諸室及び規模等の検討

【右表】より、新斎場の施設
規模を延床面積約 4,100 ㎡
と設定します。 

４． 平面・断面計画 
 限られた敷地内での建替ローリング計画が前提となり、建築面積

をできるだけ抑える必要があることから、新斎場建物は２階建を
想定します。 

 １階をエントランス及び火葬、告別・収骨ゾーン、２階に待合部
門を設ける階層構成と基本とします。なお、近年の事例では排ガ
ス等機器類を炉室の上（２階）に設置することが一般的です。 

５． 構造・設備計画 
 斎場施設用途を踏まえた耐震安全性の目標（構造体Ⅱ類、建築非構造部材 A類、建築設備甲類）を設定し、地盤条件

や建築計画条件に沿った、安全かつ合理的な基礎形式・構造種別を採用します。 
 確実かつ安定的な電源供給（非常用発電３日間以上）をはじめ、利便性や快適性、管理面、省エネを踏まえた各種電
気・機械設備を関係法令や基準に沿って適切に導入します。 

第５章 建替ローリング計画の検討 
１． 建替ローリングパターンの検討・比較 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２． 建替ローリング案の設定 
 

第６章 管理運営内容の検討 
１． 管理運営手法の整理 
 直営方式、業務委託方式、指定管理者制度による手法があ

り、多様化するニーズへの的確な対応や効率的な管理運営
を見据え、適切な方式とする必要があります。 

２． 管理運営内容の検討 
 本施設の管理運営業務の主な内容は【右表】のとおりです。 

第７章 概算事業費の算定 
１． 概算事業費（整備費・管理運営費） 
 前章までの検討を踏まえた現時点での概算事業費【右表・

税込】は、整備費約 51.7 億円、管理運営費約 2.1 億円/年
となります。 

２． 財源について 
 斎場整備に関する国等の有効な補助制度がなく、火葬炉使

用料収入及び関係市からの分担金が主な財源となることよ
り、長期的な効率化や財政負担の軽減を図るため、民間活
力を導入した事業手法を検討します。 

第８章 事業手法の検討 
１． 事業手法・スキームの検討 
 主な事業手法として、①従来方式（個別発注）、②DB 方式

（設計施工一括）、③DBO 方式（設計・施工・管理運営一
括）、④PFI 方式（民間資金活用の設計・施工・管理運営一
括）がありますが、本施設の用途や事業内容、先行事例の
導入状況などを考慮し、③DBO 方式と④PFI方式（BTO）
の導入可能性について検討を行い、事業スキーム【右表】
を設定します。 

２． 民間意向調査・VFMの検討 
 事業への参画意向や事業スキームの意見聴取として、対面

によるヒアリングとアンケートによる書面回答方式によ
り、民間事業者 13 社を対象に意向調査を実施し、概ね前向
きな意見を得られました【右表】。 

 意向調査の結果も参考に、設定した事業スキーム（期間 15
年）に基づき VFM を算定した結果、DBO で 6.0％、PFIで
2.0％の VFM（財政的効果）となります【右表】。 

３． 事業手法の評価 
 民活手法の導入においては、制度上の課題も特になく、国等の方針や市場動向との整合も図ることができます。また、

民活手法によりサービスの向上と管理負担の軽減、適正な事業リスク分担による効率化が期待できます。さらに、民
間事業者の一定の参画意欲や財政的効果（VFM）も確認することができます。 

 以上の６つの視点より、本事業への民活手法（DBO 方式を想定）の導入は有効となります。 
４． 事業の進め方・今後のスケジュール 
 本事業を民活手法（DBO 方式）で進めていく

にあたり、特に実施体制の構築と公平性への
配慮、明解な募集選定手続きの採用（PFI 法
に準じたプロセス）、事業条件の明確化、適切
な事業予算の設定に十分に留意しながら、今
後の検討を行います。 

 現時点で想定される事業スケジュールとして、令和５年度から６年度にかけて民間事業者の募集選定手続きを経て、
令和６年度末からの事業着手後、令和 10 年度中頃の新斎場による全体供用開始を目標とした工程とします。 

□補足／語句の説明 
【DB】デザインビルドの略。設計と施工を一体で行う方式のこと。 【DBO】デザイン・ビルド・オペレートの略。設計施工と管理運営を含む一体型事業のこと。 【PFI】プラ
イベート・ファイナンス・イニシアチブの略。民間資金・ノウハウを活用した PFI 法に基づく事業手法のこと。【BTO】ビルド・トランスファー・オペレートの略。PFI の
場合に建設 （ビルト）後に施設の所有権を公共へ移管 （トランスファー）した上で管理運営 （オペレート）を民間が実施する形態のこと。 【VFM】バリュー・フォー・マネ
ーの略。公共が自ら実施する場合の事業期間全体の財政負担見込額に対し、民活手法で実施する場合の同見込額を現在価値換算で比較し、削減率％で表す指標のこと。 
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R6 年度 
（2024） 

R7 年度 
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R8 年度 
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（2028） 

予
定 

       

 

事業スケジュール

■事業スキーム（概要） 
民間事業者の 
業務範囲 

施設整備（調査設計、建設、工事監理、什
器備品設置など） 
維持管理（建物・設備保守、清掃等） 
運営（施設での運営全般、売店など） 
注）敷地等の事前調査や予約受付 ・公金収納業務につい
ては組合が実施 

リスク分担 不可抗力や物価変動等のリスクについて、
組合と民間の適切な分担を前提 

事業期間 管理運営期間として 15～20 年を想定 
■民間意向調査の結果（概要） 
参画意向 事業への関心、参画意欲は総じて高い 
事業内容 DBO や PFI が望ましいとの意見多数 

修繕の範囲や物価情勢、光熱水費の扱いに
ついての意見がみられた 

その他要望 今後の物価上昇の適切な反映、提案作成期
間の確保など 

■VFM の算定結果 
DBO 方式 6.0％（VFM 有り） 
PFI 方式 2.0％（VFM 有り） 

 

■管理運営業務の主な内容 
維持管理業務 建築・設備等維持管理、修繕、火葬炉保守

管理、残骨灰等の処理業務、清掃、環境衛
生管理、警備 

運営業務 職員・システム管理、予約・利用者受付、
告別業務、炉前業務、収骨業務、火葬炉運
転、遺骨保管関連業務、待合関連業務、販
売業務、安全管理等業務、公金収納業務、
広報・行政協力業務 

＊太字は組合実施もしくは組合と民間の分担による実施業務 
■概算事業費 
整備費＊ 
（③案ベース） 税込約 51.7 億円 

維持管理費 
（年額） 税込約 1.1 億円/年 

運営費 
（年額） 税込約 1.0 億円/年 

＊設計監理、建設、火葬炉、外構、備品、仮設待合棟・既存撤去費の合計 

■付帯施設 
車寄せ 霊柩車等の一時停車場所 
駐車場 普通乗用車 76 台程度＊ 

マイクロバス６台程度 
その他 敷地内緑化、案内サイン等 

＊会葬者、身障者、宗教関係者、従業員用等を含む 

■新斎場の必要諸室・規模 
火葬 
部門 

エントランスホール、告別室・収骨室・炉前ホ
ール、棺台車庫、火葬炉室・炉室機械室、炉内
台車庫・収納倉庫、制御室、作業員休憩室、残
灰・飛灰処理室、遺骨安置室、霊安室、その他
（発電機、電気室、ポンプ室、火葬炉用空調機
械室、通路・階段など） 

待合 
部門 

待合ロビー・待合室、利用者用トイレ・湯沸
室、売店・自販機コーナー、更衣室、キッズ
ルーム、授乳室、救護室、その他（空調機械
室、通路、階段など） 

管理 
部門 

事務室（受付）、施設倉庫・管理倉庫、更衣
室・休憩室・給湯室、会議室、職員用トイ
レ、その他（通路・階段など） 

合計 延床面積 約 4,100 ㎡ 
 

■建替ローリングパターンの比較 
案 パターン① パターン② パターン③ パターン④ 

最終 
配置 

    
特徴 当初より本設建物を建設（仮

設建物不要） 
仮設火葬棟の建設ステップ
を経て本設建物を整備 

仮設待合棟の建設ステップ
を経て本設建物を整備 

仮設火葬棟・待合棟のステッ
プを経て本設建物を整備 

整備期間 約４年３ヶ月 約４年６か月 約３年９か月 約３年７か月 
整備費用 約 53.6 億円（税込） 約 56.8 億円（税込） 約 51.7 億円（税込） 約 56.0 億円（税込） 

評価 ２期工事と工期が長く、建設
単価も高くなる。工事中の火
葬件数が制限される場合が
ある。△ 

２期工事と工期が長く、仮設
費用の分整備費が高くなる。
工事中の火葬件数が制限さ
れる場合がある。△ 

新斎場が１期工事となるた
め整備期間が短く整備費が
最も低い。工事中でも火葬件
数は制限されない。◎ 

効率的な施工が可能で整備
期間は最も短いが、仮設建築
の分整備費が高くなる。工事
中の火葬件数が制限される
場合がある。△ 

 

新斎場

（１F：火葬 ２F：待合）

駐車場

駐車場

新斎場

（1F：火葬 ２F：待合）
↓
工事
エリア

駐車場

新斎場

（1,2F：待合）
新斎場

（１F：火葬 ２F：待合）

新斎場

（１F：火葬 ２F：待合） 駐車場

新斎場

（１F：火葬 ２F：待合）

駐車場

 敷地条件の他、現斎場利用を前提とした工事中の火葬炉運転数や駐
車場の一時的な仮設対応などの条件を踏まえ、建替案を検討します。 

 比較検討の結果、工事中の対応や最終的な配置、工期及び事業費において総合的
に優位となるパターン③をベースに以降の概算事業費等の検討を行います。 

新斎場の施設構成イメージ

火葬部門 管理部門 待合部門付帯施設

最小型 基本型
（本計画で採用）

• 駐車場
• 供養塔 等

• エントラン
スホール

• 火葬炉室
• 告別室 等

• 事務室
• 休憩室
• 倉庫 等

• 待合ホール
• 待合室 等

１火葬あたりの
タイムスケジュール

告別時間 10分
計105分火葬・冷却時間 60分＋15分

収骨時間 20分
各室の使用間隔（清掃等） 15分以上

火葬タイムスケジュールの設定
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